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研究成果の概要（和文）： 
 本研究課題では、持続可能な社会のために多国籍企業による環境経営が途上国へどう波及する

か、そのメカニズムと経済的側面の分析を行ってきた。環境経済学、経営戦略論、国際経営論、

環境リスク評価論のアプローチを結合しつつ学際的な研究を展開した。第 1 に、環境経営の移

転プロセスのモデル化を行った。第 2 に、環境経営のもたらす環境効果及び経済効果を分析し

た。第 3 に、環境イノベーションの展開と普及について分析した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 In this study, the purpose of analysis was to clarify the mechanism and economic aspects 
of environmental management which multinational enterprises transfer to developing 
countries. It is an interdisciplinary approach combining environmental economics, 
multinational management, strategic management and environmental risk assessment. 
Firstly, it tried to build a theoretical model of environmental management transfer. 
Secondly, it analyzed the impact of environmental practices on environmental- and 
economic performance. Thirdly, it analyzed the development of environmental innovation 
and its diffusion. 
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１．研究開始当初の背景 
 持続可能な社会の実現という目的を実現す
るためには様々なレベルの多様な取り組み
が必要である。途上国の工業化が加速される
中では、先進国のみならず途上国においても

環境経営が効果的に普及し環境負荷を削減
することが重要である。多国籍企業はグロー
バルな事業展開の中で環境経営を国際的に
移転する重要な役割を担っている。移転のメ
カニズムや方法、インセンティブを明らかに
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できれば、政策的にも適切な措置を講ずるこ
とができる。1990 年代に入ると環境問題に
ついての理論的研究が進んだ。しかし、環境
問題に関する経済学的、経営学的研究は排出
量取引、環境と経済の関係性、環境マネジメ
ントシステムなどが中心であった。そこでは、
途上国における環境経営、途上国への波及・
移転の分析は行われてこなかった。 
 環境問題の主要な担い手である企業の内
部でどのように環境行動が展開されるのか、
そしてグローバルにどのように普及するの
か分析する必要性が感ぜられた。そこで本研
究課題では、多国籍企業を通した環境経営が
国際的に普及するメカニズムと取り組みの
経済的側面を分析することにした。世界が直
面する課題に対して最大の担い手である企
業の経営プロセスを分析する必要があると
判断した。 
 
２．研究の目的 
(1) 環境経営の移転メカニズムを分析する。
環境経営は多国籍企業の事業を介して国内
移転、海外移転が行われている。環境経営の
移転を環境マネジメントシステムおよびグ
リーン調達を中心にいかに海外事業やサプ
ライヤーへ移転されるのか、理論モデルを構
築するとともに実態調査を行って分析する。
しかし、環境経営は国によって企業によって
その取り組みは同じではない。環境経営と、
制度的基盤としての企業統治に関する日米
欧の比較分析を行う。 
(2) 環境経営の取り組みの中で、環境イノベ
ーションの普及を分析する。環境政策はいか
にして環境イノベーションを推進すること
ができるのか、環境政策と環境イノベーショ
ンの関係を明らかにし政策立案に役立てる
ことができる。 
(3) 環境への取り組みはコストであるとい
う側面がある。個別企業およびその集合とし
ての産業レベルの生産性がどのように向上
するのか、産業別に分析する。化学物質を決
定要因を取り入れた生産性の測定を、産業別
に比較することによって環境と経済の関係
性について統合的評価を行う。環境と経済の
関係を明らかにし、その規定要因を明らかに
することは企業にとっても経済にとっても
適切な行動を選択する重要な意味を有して
いる。 
 
３．研究の方法 
 本研究課題は、上述の研究目的を実行する
ために、企業経営の次元、経済次元を含む統
合的分析フレームワークを考えている。 
(1)経営学的アプローチは環境経営のプロセ
スを取り上げ、多国籍企業における環境経営
の発展とその海外プロセスの分析モデルを
構築する。また、実態調査を行って多国籍企

業親会社と海外子会社における環境経営の
実施の程度を比較し、エージェンシー理論、
内政化理論などの有効性を吟味する。 
(2) 環境イノベーションの歴史的発展を分
析し、その傾向をあきらかにして今後必要な
環境政策の課題を検討したほか、制度設計と
していかなるインセンティブを与えること
がどのような環境効果があるのか分析して
いる。持続可能な社会のために環境イノベー
ションは製品、工程、組織・マーケティング、
制度と多様な活動にかかわるプロセスであ
る。技術的なイノベーションにはどのような
特質があるのか明らかにする。 
(3) 経済学的アプローチは、環境効率と経
済効率の同時的追求を考えて統合的生産性
を分析している。生産性分析に環境要因を取
り入れたフロンティア分析を行い、産業別の
環境評価を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 2009-2011 年度の課題期間中、国内誌、
国際誌に論文を 26 本発表し、邦文図書とし
て『環境経営の日米比較』『環境経営の経済
分析』の 2 冊を出版したほか、英文図書を 3
冊出版した。 
(2)さらに、環境経済・政策学会、環境科学
会、環境経営学会、日本経営分析学会で研究
発 表を行 ったほ か、 IFSAM,  Euro-Asia 
Seminar 等の国際会議で発表を行った。環境
経営学会では企画セッションを担当した他、
広島市のシティカレッジにおける公開講座
を行い研究成果の社会への還元に努めた。 
(3) 理論的成果に関しては、本研究は PRTR
化学物質の重み付された環境パフォーマン
スの測定に基づく環境と経済の関係の産業
別分析を行い、また環境要素を入れた生産性
の測定評価を行った。環境要素を入れた生産
性のフロンティア分析は先進的な試みであ
り今後の研究領域を切り開くものである。さ
らに、環境行動と企業統治の関係について国
際比較を行い、制度的体系的な環境経営の分
析を行った。環境経営のグローバル展開につ
いて移転・普及モデルを構築し、新しい研究
領域を開いてきた。既存の内部化理論、サプ
ライヤー理論を結合しつつグリーンサプラ
イチェーンの新たな理論モデルの方向性を
示した。 
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